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_ 工事・エレベーターの保守管理業務内容及
び設計内容
{ 工事内容
住棟 鉄筋コンクリート造 ５階建 ３
棟 住宅戸数110戸
付属棟 配水塔、加圧所、ゴミ置場、自
転車置場
建築工事、電気設備工事、衛生設備工事、
エレベーター設置工事、土木工事、造園工
事 一式

| エレベーターの保守管理業務内容
グリーンヒルズ仁川第Ó期の集合住宅に
設置するエレベーター４基の供用開始後20

年間の保守管理業務
} 設計内容 実施設計及び計画通知等に係
る図書の作成・申請作業

` 工期 平成26年３月から平成28年４月まで
（予定、実施設計及び申請期間を含む。）

a 追加工事 無
b 工事実施形態
{ 上記]に示す工事（以下「本工事」とい
う。）は、申請時に「企業の技術力」、「配置
予定技術者」、「施工計画」等について記述
した競争参加資格確認申請書（以下「申請
書」という。）、及び競争参加資格確認資料
（以下「資料」という。）を受付け、入札時
に価格と価格以外の要素を総合的に評価
し、落札者を決定する総合評価落札方式の
適用工事である。

| 本工事は、一定の条件に該当する低入札
価格調査対象工事業者の入札への参加を制
限する等の試行工事である。

} 本工事は、低入札価格調査対象となった
者と契約を行う場合、監理技術者等と同等
の基準を満たす専任の技術者の追加配置を
求める試行工事である。

~ 本件の落札者は、工事の契約に先立ち、
当機構と「エレベーター保守管理業務に関
する覚書」を交換する。また、当該工事の
完了時までに「エレベーター保守管理業務
に関する覚書」に基づき、「協定書」を締結
する。

� 本工事においては、資料の提出、入札等
を電子入札システムにより行う。ただし、
電子入札システムにより難いものは、発注

者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。なお、紙入札方式の承諾に関して
は、西日本支社総務部契約チームに承諾願
（ホームページに掲載している電子入札運
用基準の様式１及び２）を提出するものと
する。
電子入札システムで使用することができ
るＩＣカードについては、ホームページに
掲載している電子入札運用基準で確認し、
必要に応じて年間委任状等を提出するもの
とする。

２ 競争参加資格 競争に参加を希望する者は、
次に掲げる条件をすべて満たしていること。
\ 契約を締結する能力を有しない者又は破産
者で復権を得ていない者でないこと。

] 一定の不誠実な行為により当機構から取引
停止措置を受け、その後２年間経過しない者
でないこと。

^ 当機構関西地区における平成25・26年度建
築工事に係る一般競争参加資格の認定を受け
ていること。
なお、会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、西日本
支社長が別に定める手続に基づく一般競争参
加資格の再認定を受けていること。

_ 当機構関西地区における平成25・26年度建
築工事に係る一般競争参加資格の認定の際に
客観的事項（共通事項）について算定した点
数（客観点数）が、1¶200点（共同企業体の
構成員のうち代表者以外の構成員にあって
は、1¶150点）以上であること。（上記^の再
認定を受けた者にあっては、当該再認定の際
に客観点数が1¶200点（共同企業体の構成員
のうち代表者以外の構成員にあっては、
1¶150点）以上であること。）

` 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
^の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

a 次に掲げる設計及び工事の実績を有する者
であること。
{ 単体で申請の場合は、以下のË及びôの
条件を満たすこと。

Ë 設計の実績について、以下のａ）又は
ｂ）の条件を満たすこと。
ａ）平成10年度以降（平成10年４月１日
から申請書及び資料の提出日の前日ま
で）に完了し引渡しが済んでいる以下
（※）の元請としての設計実績を有す
る者で、設計部門が建築士法（昭和25

年法律第202号）第23条に基づく一級
建築士事務所登録のある者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての実績
は、代表者の場合のものに限る。）
※鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コ
ンクリート造の地上６階建て以上の
共同住宅（１戸当りの専有面積が
30fl以上に限る。）の新築建築工事の
実施設計。なお、床以外の主要構造
部全部又は一部にプレキャストコン
クリート部材を使用する場合は、公
告日の前日までに「建築基準法に基
づく指定資格検定機関等に関する省
令」に規定する指定性能評価機関の
「性能評価」が完了したものである
こと。

ｂ）設計作業を申請者以外の者とする場
合の設計業者は、平成10年度以降（平
成10年４月１日から申請書及び資料の
提出日の前日まで）に完了し引渡しが
済んでいる上記（※）の元請としての
設計実績を有する者で、当機構関西地
区における平成25・26年度建設コンサ
ルタント等業務に係る一般競争（指名
競争）参加資格の業種区分「建築設計」
の認定を有し、建築士法（昭和25年法
律第202号）第23条に基づく一級建築
士事務所登録のある者であること。

b 次に掲げる主任技術者又は監理技術者を配
置できること。
{ 単体で申請の場合、以下のË～ßの条件
をすべて満たす主任技術者又は監理技術者
を本工事に専任で配置できること。
Ë 本工事に対応する建設業法の許可業種
に係る監理技術者又は国家資格を有する
主任技術者であること。

ô 平成10年度以降（平成10年４月１日か
ら申請書及び資料の提出日の前日まで）
に完成し引渡しが済んでいる本工事と同
種の工事（以下「同種工事」という。）の
元請としての施工実績を有すること。（共
同企業体の構成員としての実績は、出資
比率が20％以上の場合のものに限る。）

同種工事は、鉄筋コンクリート造又は
鉄骨鉄筋コンクリート造の地上６階建て
以上（＊１）、かつ80戸以上（＊２）の共同
住宅（１戸当りの専有面積が30fl以上に
限る。）の新築建築工事とする。
（＊１）一つの契約で複数棟ある場合は、
１棟以上が６階建て以上であること。
（以下すべて同様。）

（＊２）一つの契約で複数棟ある場合は、
合計戸数が当該戸数以上であること。
（以下すべて同様。）
なお、経常建設共同企業体として申請
する者は、いずれかの構成員が上記同種
工事の実績を有しているものとし、他の
構成員は下記|ôに示す工事の実績を有
すること。

| 共同で申請の場合は、以下のË及びôの
条件を満たし、かつ、特定建設工事共同企
業体の構成員として、下記K̂の特定建設工
事共同企業体の構成員基準に基づいて結成
された特定建設工事共同企業体であり、さ
らに、下記L̃に基づき当機構から本工事に
係る競争参加資格の認定を受けた特定建設
工事共同企業体でなければならない。
Ë 特定建設工事共同企業体の代表者は、
上記{Ë及びôの要件を満たす者である
こと。

ô 特定建設工事共同企業体の代表者以外
の構成員は、平成10年度以降（平成10年
４月１日から申請書及び資料の提出日の
前日まで）に完成し引渡しが済んでいる
以下に示す工事の元請としての施工実績
を有すること。（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合
のものに限る。）
・鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コン
クリート造の地上６階建て以上（＊
１）、かつ50戸以上（＊２）の共同住宅
（１戸当りの専有面積が30fl以上に限
る。）の新築建築工事
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